
2021 年 3 月 11 日 

第 1 回関東甲信県支部防災連絡会議 

1. 会議方法

1) 開催日時 2021 年 3 月 11 日（木）13:00～14:30

2) 開催方法 Zoom による WEB 会議

https://us02web.zoom.us/j/82380296458?pwd=OXh6azVYbmxxWCtaUkgrQlZxRzBudz09

ミーティング ID: 823 8029 6458

パスコード: 741598

3) 参加者  県支部長、県支部防災担当または有志

防災支援委員会有志、PE-Bosai2020WG 有志、 

社会委員会・総務委員会有志

2. 会議次第

13:00～13:05 開会

13:05～13:15 寺井会長挨拶

13:15～13:30 開催趣旨説明（防災支援委員会委員長）

13:30～14:30 会議議事

3. 会議議事

1) 自己紹介および県支部活動、組織の紹介

2) 県支部が望む防災支援活動、期待される活動について討議

3) 今後の会議の持ち方について

以上
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2021/03/11 

第 1 回 関東甲信県支部防災連絡会議 参加者 

支

部 

氏名 役職 所属 メールアドレス 

神

奈

川

県 

太田芳雄 副支部長 

兼社会委員長 

  

小原丈二 防災支援小委員会 

委員長 

  

桑江良明 防災支援小委員会 

副委員長 

  

松浦弦三郎    

千

葉

県 

尾頭 誠 幹事 防災支援委員会  

岡部 政美 幹事 防災支援委員会  

江藤 政継 防災支援委員長 防災支援委員会  

茨

城

県 

高橋正衛 支部長 茨城県支部  

手島 久 防災支援プロジェク

トチーム取り纏め 

茨城県支部  

長

野

県 

小口 雄平 支部長   

山浦 直人 企画業務委員長 防災担当  

池田 弘美 企画業務副委員長 防災担当  

栃

木

県 

黒須 重富 支部長   

福田 一郎 副支部長   

亀田 則男 幹事   

埼

玉

県 

増古 恒夫 支部長   

近藤 孝 地域産業支援委員会 

委員長 

  

松本 良一 地域産業支援委員会  

防災支援グループリ

ーダー 

  

※山梨県支部、群馬県支部は参加者なし 
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支

部

氏名 役職 所属 メールアドレス

防

災

支

援

委

員

会

野村 貢 委員長

下條信幸 委員 

加藤裕保 委員 

新井田有慶 委員 

奥谷光夫 委員 

中村久雄 委員 

伊藤 元 委員 

天羽誠二 委員 四国本部 

持田拓児 委員 九州本部 

理

事

会

寺井和弘 会長 

柿谷 均 委員長 総務委員会 

吉沢清春 委員長 社会委員会 
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(様式-2) 

第 1 回関東甲信県支部防災連絡会議 県支部活動、組織説明 

 

支部名 神奈川県支部  

項目 説明 

県支部の主

な活動 

 

県支部の防

災支援活動 

・防災関連の講演会、見学会の開催。 

講演会事例 

2019 年 6 月第 81 回 CPD 講座：防災最前線と神奈川県の防災・減殺対策 

 ①「地震観測の最前線」防災科学技術研究所 青井 真センター長 

 ②「かながわの災害対策」神奈川県くらし安全防災局 佐川範久室長 

2019 年 12 月第 86 回 CPD 講座：強震予測動レシピ、土砂災害の実例 

 ①「強震動予測レシピ」(一財)地域地盤環境研究所）宮腰 研主席研究員 

 ②「歴史的大規模災害地点を歩く」(一財)砂防ﾌﾛﾝﾃｨｱ整備推進機構 井上公夫専門研究員 

・横浜市まちづくり支援制度の登録団体として、防災まちづくり支援を実施。 

・大規模災害対策士業連絡協議会の会員として、被災自治体への相談支援実施。 

 ※協議会と神奈川県が災害時の支援協定を締結している。県を通じて県内の全ての 

自治体が支援対象。 

 ※支援事例：相模原市への台風 19 号被災者相談業務支援（2019 年 10 月～12 月） 
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県支部の組

織紹介 

 

1) 必要に応じて図表を挿入してください。2 枚以上になっても構いません。  

2) 県支部の防災支援活動については、関連しそうな活動（講演会など）があれば記載願います。なくて

も問題ありません。 

3) 支部の組織紹介は名簿、様式-1 記載事項を越える連絡先の記載は必要ありません。 

 

役 員 会 
企画・総務小委員会 

広報小委員会 

技術士活躍支援小委員

地域広報小委員会 

防災支援小委員会 

科学技術振興支援小委員会 

ＣＰＤ支援小委員会 

 修習技術者支援小委員

社会委員会 

総務委員会 

技術士活性化委員会 

研修委員会 

運営企画、会規、会計、情報交流の会、 
技術士試験業務 

会員拡大活動推進、支部の情報発信 

CPD 講座・見学・交流会の企画・開催 

修習技術者支援、理工系大学への技術士制度
啓発 

技術士の活用促進、技術士の開業及び業務開
拓支援 

地域産業活性化のための情報発信、技術イベ
ントへの参画 

地域防災支援活動、行政等団体との支援協定 

科学技術の振興・啓発活動、理科教育支援 

MIX 小委員会 若手技術士の仲間づくりと自己研鑽、相互連携 
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(様式-2) 

第 1 回関東甲信県支部防災連絡会議 県支部活動、組織説明 

 

支部名  千葉県 支部 

項目 説明 

県支部の主

な活動 

支部組織各々の委員会の持ち分に関する活動 

１．幹事会 

２．総務委員会 

３．企画委員会 

４．広報委員会 

５．企業支援委員会、技術相談委員会 

６．産学官連携委員会 

７．防災支援委員会 

８．科学教育支援委員会 

９．技術者教育支援委員会 

県支部の防

災支援活動 

１．千葉市との防災協定に係る協力 

２．「防災の日」防災講演会の実施 （年１回：９月第 1 土曜日） 

新春講演会 

３．防災に関する市民活動 

① 「ふなばし市民活動フェア」への参加・出展 

② マンション・団地自治会、防災活動組織への協力 

４．「千葉県防災対策士業ネットワーク」に加盟 

５．外部組織開催の防災シンポジウム等への参加 

県支部の組

織紹介 

上記掲載、各委員会がある 

1) 必要に応じて図表を挿入してください。2 枚以上になっても構いません。  

2) 県支部の防災支援活動については、関連しそうな活動（講演会など）があれば記載願います。なくて

も問題ありません。 

3) 支部の組織紹介は名簿、様式-1 記載事項を越える連絡先の記載は必要ありません。 
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(様式-2) 

第 1 回関東甲信県支部防災連絡会議 県支部活動、組織説明 

 

支部名 茨城県支部 

項目 説明 

県支部の主

な活動 

添付茨城県支部紹介抜粋を参照下さい。 

県支部の防

災支援活動 

・年次大会、新年講演会、CPD 講座などにおける講演活動 

 2021 年 2 月 27 日に防災支援委員会 秋田様による講演会実施 

・災害復興まちづくり支援機構が主催した「常総水害 復旧・復興なんでも相談会」、常

総市の地区毎に避難マップ作製のための「まち歩きワークショップ」に参加 

・一般社団法人茨城県心身障害者福祉協会の依頼で講演実施 

県支部の組

織紹介 

添付茨城県支部紹介抜粋を参照下さい。 

1) 必要に応じて図表を挿入してください。2 枚以上になっても構いません。  

2) 県支部の防災支援活動については、関連しそうな活動（講演会など）があれば記載願います。なくて

も問題ありません。 

3) 支部の組織紹介は名簿、様式-1 記載事項を越える連絡先の記載は必要ありません。 
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2019.7.27

1

2

2020.1.25

2019.4.6

1

2

15 2019/6/21

40 2019/5/25

41 2019/9/21 AI

42 2019/10/5
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2019
2019.12.14

2019.8.24

IoT 2019 3
AI G

2019.11.2-3
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(様式-2) 

第 1 回関東甲信県支部防災連絡会議 県支部活動、組織説明 

 

支部名 長野県支部 

項目 説明 

県支部の主

な活動 

○CPD 研修会年 6 回、防災研修会年 1 回（令和元年度～） 

○技術士・技術士制度の広報 

 

県支部の防

災支援活動 

○CPD 講演会「大災害にどう備えるか」－令和の大水害と歴史的災害 

 令和 2 年 2 月 14 日 信州大学工学部内 

・「令和元年度 10 月の千曲川水害について」 

 ・「UAV 計測から見た台風 19 号の被害状況（長野・宮城）」 

 ・「信州の歴史的大規模災害地点を歩く」 

 参加者：約 240 名 

○CPD 講演会「地震防災講演会」 

 令和 3 年 2 月 6 日 オンライン方式 

 ・「信州でおきている地震の今」 

 ・「2014 年長野県北西部地震（神城断層地震）の震度分布と特徴」 

 参加者：約 80 名 

 

県支部の組

織紹介 

長野県支部役員会（定数 15 名） 

 支部長 副支部長 会計幹事 幹事 

 事務局 

 委員会 

・総務委員会 

 ・広報委員会 

 ・企画業務委員会 

 ・防災担当 

1) 必要に応じて図表を挿入してください。2 枚以上になっても構いません。  

2) 県支部の防災支援活動については、関連しそうな活動（講演会など）があれば記載願います。なくて

も問題ありません。 

3) 支部の組織紹介は名簿、様式-1 記載事項を越える連絡先の記載は必要ありません。 
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(様式-2) 

第 1 回関東甲信県支部防災連絡会議 県支部活動、組織説明 

 

支部名 群馬県支部 

項目 説明 

県支部の主

な活動 

（１）役員会、総務委員会、企画研修委員会、広報委員会 

 ・令和３年５月２１日 

 ・令和３年７月１６日 

 ・令和３年９月１７日 

 ・令和３年１１月１９日 

 ・令和４年１月２１日 

 ・令和４年２月１８日 

（２）全体会合 

 ・令和３年７月１６日 

（３）CDP 講演会 

 ・令和３年７月１６日 

 ・令和４年２月１８日 

（４）工場見学会 

 ・令和３年１０月１５日 

（５）その他 

 ・会報の発行 

県支部の防

災支援活動 

 群馬県では小規模な崖崩れはあるが、最近の１０年間大規模な災害は生じておらず、

防災に関連した講演会は開催していますが、その他の防災支援活動はしておりません。 
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県支部の組

織紹介 

 
 
 
 
  
  
 
 
 

1) 必要に応じて図表を挿入してください。2 枚以上になっても構いません。  

2) 県支部の防災支援活動については、関連しそうな活動（講演会など）があれば記載願います。なくて

も問題ありません。 

3) 支部の組織紹介は名簿、様式-1 記載事項を越える連絡先の記載は必要ありません。 

 

  役 員 会 企画研修委員会 

広報委員会 

総務委員会 
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(様式-2) 

第 1 回関東甲信県支部防災連絡会議 県支部活動、組織説明 

支部名 栃木県 支部

項目 説明

県 支

部 の

主 な

活動

 本会は、栃木県に在住または勤務する（公社）日本技術士会会員で構成されている栃木県 

支部です。技術研鑽や地域貢献をはじめ「地域の人と文化をつなぐ架け橋」になることを 

目的に活動しています。科学技術講演会や技術見学会、CPD 研修会講座の開催の他、中国浙江省と

のモノづくりや建設技術に関する国際交流、自治体と共働した地域資源に関する環境研究事業や

小学生などを対象にした理科教育の振興に寄与する事業を行っています。

県 支

部 の

防 災

支 援

活動

・今回、組織内に防災支援員委員会を立ち上げたが、まだ、自治体等と協定等を締結していない

・地域小委員会において、県内防災支援団体の NPO 法人栃木県防災士会を支援している

・栃木県防災士会には、理事等を兼任する支部幹事や一般会員の技術士が在籍している

・県庁 OB の技術士の中で、栃木県災害復旧技術アドバイザー(事務局は県河川課)、災害復旧技術

専門家(事務局は全国防災協会)何れも大災害時に要請を受けて自治体に対する支援活動。平時

は研修を通してスキルアップ、自治体に対する研修講師等を実施している。

・大規模災害時、企業内技術士が災害業務等を通じて稼働している状況である

県 支

部 の

組 織

紹介

総務委員会 

企画･研修委員会 

広報委員会 

地域支援小委員会 

地域社会貢献委員会 

国際委員会 

企業支援委員会 

環境小委員会 

科学技術･理科教育小委員

中小企業小委員会 

産学交流小委員会 

ものづくり小委員会 

建設小委員会 

総
務
部
門 

公
益
部
門 

栃
木
県
支
部 

役 

員 

会 

事
業
部
門 

部門 委員会 小委員会 
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(様式-2) 

第 1 回関東甲信県支部防災連絡会議 県支部活動、組織説明 

支部名 埼玉県 支部

項目 活動と組織 説明

県 支

部 の

主 な

活動

１．2019 年から、立正大学（熊谷市）と連携活動 

２．2015 年から埼玉大学の防災ビジネス研究会に

参加。埼玉大学産学官連携協議会会員の会員メ

ンバーとして参加。

３．防災関係の CPD 実施 

学生の教育と住民支援の視点から活動

 様式－３に詳述

学園祭に日本技術士会「防災クイズ」を

提供。ビジネスとは一線を画している。

SDG’s を含めた防災関係の CPD を支部で

年１～２回実施。

県 支

部 の

防 災

支 援

活動

・2019 年に、地域産業支援委員会の中に防災支援

グループを発足させた（下図の通り）。

・現在メンバー９名で活動。

・2019 年 10 月から、立正大学と４回の打合せを経

て 2020 年 9 月に技術士２名が立正大学で特別講義

を実施。

・2021 年夏には、防災支援グループ内で DIG リハ

ーサルを行う予定。

DIG（図上演習）を用いて、いかに効率的

に避難すべきかを、住民に学んでもらう

ことを活動の目的とする。教育の一環と

して立正大学の学生を DIG のファシリテ

ーターとして養成する支援を行う。

様式－３に詳述

埼玉県支部としてかかる費用は、本部の

「対外活動促進費」を申請予定。

県 支

部 の

組 織

紹介

役員会の下に５委員会があり、防災支援

グループは地域産業支援委員会に属して

いる。

防災支援グループ 
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(様式-3) 

第 1 回関東甲信県支部防災連絡会議 本会議へ望む防災支援・連携活動 

支部名 神奈川県支部 

項目 説明

本会議へ望

む支援、活

動

1．技術士会として、県支部として、防災および災害時に、どの様な支援が可能か、各支

部の意見を伺う。一方、各県において、自治体等から技術士会に対してどの様な協力要

請が考えられるか意見交換を行い、防災支援に関するシーズとニーズについて認識を深

める。

2．関東甲信地域で大災害が発生した際に、防災支援が可能な技術士が連携して、比較的

被害の少ない地域の技術士が、大きな被害を受けた地域の被災者支援を応援できる体制

を整備する。整備が必要な項目として、

県支部毎：①防災支援可能な技術士の組織化、②県支部内の連絡網の整備、③防災教育

関東甲信地域：①広域災害発生時の災害対策体制および手順書作成（技術士会本部との

整合が必要）、②県支部間の連絡手段の整備 等

背景など

1．地域の防災支援に関して、技術士会で出来ることと求められること、シーズとニーズ

を明確にすることで、今後の活動の方向性を明確にする必要があると考えられるため。

2．関東エリアにおいて広域の災害が発生した場合、大きな被害を受けた地域の技術士が

被災者支援活動を行うことは困難と考えられる。対策として、より被害が軽微な地域の

技術士が、他県の被災者支援活動を応援することが考えられる。しかし現状は県支部間

の連絡体制などが整っていないため、

①発災時に地域ごとの被災状況の把握が難しい

②支援可能な技術士の有無、人数等の確認ができない

③被災時に県支部間の連絡が難しい、

等により、現状では各県支部相互の支援が困難と考えられる。被害が軽微な地域の技術

士が、他県の被災者支援活動を応援する体制を整えることにより、適切な時期に確実に

被災者の支援を行うことが可能になると考えられる。

1) 必要に応じて図表を挿入してください。2 枚以上になっても構いません。
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(様式-3) 

第 1 回関東甲信県支部防災連絡会議 本会議へ望む防災支援・連携活動 

支部名  千葉県   支部

項目 説明

本会議へ望

む支援、活

動

１．地域本部同様のレベルで支部の防災関連の活動を把握してほしい 

２．県支部活動のバックアップ（少なくとも、「積極的活動」の抑止はしないで欲しい） 

背景など

１． 首都圏には、「地域活動本部」がなく、本部にはその意識がなかった。本部が直接見

る形になっていた。今回、防災支援委員会ではその方向性が見えてきた。

２． 県支部として、自主的にいろいろ企画し活動を推進してきた。しかし、地域本部的

役割の組織がなかったため、実施直前になって、「本部」として活動抑制の力がかか

り、実施が遅れたケースが多い。活動を阻止するような「ブレーキ」をかけるので

はなく、どのような方向で進めるのがいいか、「前向き」の助言が欲しい。

（例）千葉市との「防災協定」締結

千葉県弁護士会との「千葉県災害対策士業ネットワーク」

1) 必要に応じて図表を挿入してください。2 枚以上になっても構いません。
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(様式-3) 

第 1 回関東甲信県支部防災連絡会議 本会議へ望む防災支援・連携活動 

支部名 茨城県支部

項目 説明

本会議へ望

む支援、活

動

（１）防災支援委員会や他県支部の防災活動の情報共有

（講演会実施、防災関連展示会参加、地域とのワークショップ参加等）

（２）他県支部の自治体との協定締結内容、協定締結の進め方、具体的活動の情報共有

（３）他県支部の他分野の専門家（技術士以外）との連携の具体的内容、具体的活動の情

報共有

背景など

いずれも当支部の防災支援活動の在り方の検討材料にさせていただきたい。

1) 必要に応じて図表を挿入してください。2 枚以上になっても構いません。
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(様式-3) 

第 1 回関東甲信県支部防災連絡会議 本会議へ望む防災支援・連携活動 

支部名 長野県支部

項目 説明

本会議へ望

む支援、活

動

○関東甲信地区県支部、本部防災支援委員会と、防災活動状況などについて、情報交換・

意見交換を望みます。

背景など

○現在、長野県内の災害復旧、復興に向けての建設技術者等の取組は、（1）長野県内に足

場を置く関係団体と国県市町村との災害協定に基づく応急対策、調査設計活動（2）緊急

調査へのボランティア活動が行われている。

○日本技術士会長野県支部では支部独自の発災後の活動は行っていない。技術士会員や

技術士は、所属団体等による災害支援活動、応急対策、ボランティア調査活動に参加し

ている。

○長野県支部として、以前から、防災・災害関係の講演会・研修会は、必要に応じ行われ

ていた。2019 年 12 月に、本部防災支援委員会と意見交換の会を持たせていただき、防

災・災害の対応・活動についての検討が始まった。

○現時点、長野県支部としての発災後の対応・活動は難しいと考えている。

○現在、長野県支部としての防災・災害の対応・活動について、必要に応じて、防災・災

害関係の CPD 研修会・講演会を行うとしている。他の対応・活動については、主として

防災・減災や備えについて、やれること・必要とされ効果があること・長続きすること

を、今後、必要に応じて検討する、としている。

1) 必要に応じて図表を挿入してください。2 枚以上になっても構いません。
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(様式-3) 

第 1 回関東甲信県支部防災連絡会議 本会議へ望む防災支援・連携活動 

支部名 群馬県支部

項目 説明

本会議へ望

む支援、活

動

特にありません。群馬県は小規模な崖崩れ等は発生してしていますが、大きな災害はあ

まりなく防災には全体的に関心が低いです。

背景など

1) 必要に応じて図表を挿入してください。2 枚以上になっても構いません。
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(様式-3) 

第 1 回関東甲信県支部防災連絡会議 本会議へ望む防災支援・連携活動 

支部名 栃木県 支部

項目 説明

本会議へ望

む支援、活

動

各支部が連携交流することによって、災害前、災害時、災害後の各段階において効果が

最大限に発揮できる事項を絞り込む活動を提案します。

背景など

（提案理由）

・各支部で防災支援・連携を深めるには、支部ごとに何ができるか？また、できないかを

知る必要があります。

また、各支部の連携によってどのような効果が発揮できるか知る必要があります。

特に、技術士会として、どのような支援ができるのか、その内容を明確にする必要があ

ります。

そのために、次の各段階において、効果が最大限に発揮できる事項を絞り込むことを

提案します。

各段階と効果がある事項（例）

①災害前（平時）：講演、研修、士業連携の具体的な事例集の作成等

②災害時：災害情報発信者（関東地方整備局、県、市町）URL、各支部による災害情報

の共有

③災害後：支部連携による士業連絡会による支援活動、他支部に対する技術支援

1) 必要に応じて図表を挿入してください。2 枚以上になっても構いません。
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1

(様式-3) 

第 1 回関東甲信県支部防災連絡会議 本会議へ望む防災支援・連携活動 

支部名 埼玉県 支部

項目 説明

本会議へ

望む支援、

活動

１．本部、各支部との連携として定期的な情報交換の場を確保

対面方式の場合は交通費を支給

２．後述する背景などに記したＤＩＧ＊１開催にあたって、ＤＩＧ経験者の派遣や紹介

３．防災支援活動に関する広報活動（行政への働きかけなど）

４．ＤＩＧのリハーサルと講義に要する費用の予算化 

＊１ ＤＩＧ 災害対策研究会 ＨＰより転記  https://www.saitaiken.com/ 

地図や図面を囲みながら、参加者全員で災害リスクをイメージ（見える化）し、予防策

対応策を考える参加型図上演習のことで、災害(Disaster) 、想像力(Imagination) 、ゲ

ーム＝ワークショップ(Game）の単語の頭文字をとってＤＩＧ（ディグ）と名付けられた。

ＤＩＧは、ゴールではなく”きっかけづくり” 【次につなぐことが大切】 

背景など

Ⅰ.防災支援グループの目的 

(1) 市民講座などの開催を支援して防災支援活動を広める第１歩とする。

(2) 防災支援グループメンバ－がＤＩＧを実施できるスキルを身に付ける。

Ⅱ. 防災支援グループ発足の背景 

近年の大規模災害（地震、津波、水害など）において、公助の限界と自助の必要性が

取り上げられている。すなわち、従来の防災対策は、公助に依存する部分が多いが１～

３の課題があり、自助（自分の身は自分で守る）が不可欠で、そのためには、自分たち

が住む国土の地形や気候、水害の歴史を知っておく必要がある。 
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2

１．人口減少による人手不足と財源不足による公助の限界を周知 

２．公助の限界について住民の合意形成 

３．避難情報の不足の改善 

(1) 自己判断できる情報不足

① 避難情報がタイムリーでなく、入手方法が不明な場合が多い。

② 最近は改善されつつあるが、情報が多くて混乱しやすい。

(2) 情報の理解不足

① 情報が分かり難い

② 住民などの聞き手の知識も不足している。

また、国や自治体などによる防災活動は、発災時や被災後の対策が中心となっており、

発災しやすい箇所とその原因などの広報や教育が不十分となっている。 

Ⅲ. 活動状況 

発災前の防災支援活動の一環として、住民への伝達（市民講座などの開催）が不可欠

と考えて、2019 年 9 月に地域産業支援委員会の中に防災支援グループが発足した。 

１． 計画中の住民への伝達方法（住民参加型のＤＩＧ）の課題 

① ファシリテーターの確保

② 住民の信頼性（中立公正な立場）を高める大学の参画

③ 防災支援グループメンバーのスキルアップ

④ 開催費用と報酬

２．課題への対応 

①②について、学生教育の一環としてＤＩＧの講義を大学で行なう了解を得た。2020

年度は事前学習として、気候、地形、被災事例、浸水予想範囲、ＤＩＧとは何かなどの

特別講義を行った。 

③について、ファシリテーターの経験者が少なく、大学でＤＩＧの講義を行うにあた

って、メンバーのスキルアップと対象地域の地域特性を把握するためにメンバーだけで

ＤＩＧのリハーサルを計画している。 

④について、開催費用として、計画中のリハーサルと大学での講義に伴う経費（交通

費、会場費、資料の収集と印刷など）を対外活動費として申請する。報酬は、現時点で

は得られる可能性は低い。理由は、防災活動は非営利性が求められることが多く、無用

な誤解を回避するため報酬については様子を見ながら打診している。 

Ⅳ.今後の活動 

ファシリテーターのスキルを身に付けた学生が参画することは、活動が活性化し、技

術の継承も可能となる。また、大学が市民講座を開催する可能性もあり、そこに学生が

参加することを期待しており、行政にも参画を要請して、防災支援活動の輪を広めたい

と考えている。さらに、水害の危険性が高い荒川水系や利根川水系の埼玉県内の地域に

ＤＩＧによる防災支援活動を広めるにあたっては、対象地域との関連性が高い大学に参

画を依頼したいと考えている。                       以上 
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⽇本技術⼠会防災⽀援委員会
第1回関東甲信県⽀部防災連絡会議

2021年3⽉11⽇13︓00〜

防災⽀援委員会

関東甲信県⽀部防災連絡会議の設置趣旨（案）
• 関東甲信には、南海トラフ地震、⾸都直下地震のほか、懸念される活断層
地震が多く存在し、広域地震災害のリスクが⾼まっている

• 2019年の台⾵15号、19号災害では、広域で同時に浸⽔被害が発⽣する
ことを経験

• ⼀⽅で、⼠業連携などの防災⽀援活動において、技術⼠、⽇本技術⼠会へ
の期待は⾼まっており、⾏動を共にする機会も増えてきている

• しかし、関東甲信地域には、コアとなり県⽀部間の連携を取り、技術⼠、⽇本
技術⼠会の広域での活動や⽀部間協⼒を⽀援する組織形態がなかった

• この状況を改善するため、まずは関東甲信県⽀部相互の防災情報や取り組
みを共有する連絡会議を設置してはどうか
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準備会の開催（2020/12/10）

• 関東甲信県⽀部は、それぞれ組織構成、会員数も異なり、防災担当がいな
い県⽀部もある

• 連携を図るには、まずは相互の現状を理解することが第⼀
• ⽀部体⼒を越える活動の設定は⻑続きしない、しかし趣旨にあるように関東
甲信地域の広域被災リスクは⾼まっており、取り組みを始めることが肝要

• さらに、相互情報を知ることで、県⽀部の活動⽬標に防災を組み込み、段階
的に増強していくことも可能性がある

• まずは相互情報共有や講演会、セミナー情報共有など、WEBも活⽤して始
めてみよう

本⽇のながれ
1. ⾃⼰紹介および県⽀部活動、組織の紹介
2. 県⽀部が望む防災⽀援活動、期待される活動について討議
3. 今後の会議の持ち⽅について

このような感じで、忌憚なく意⾒交換できればと考えています。
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